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　わが国では、昭和 39 年（1964 年）秋から昭












れた。この諮問に対して、昭和 42 年（1967 年）















　昭和 23 年（1948 年）4 月 13 日に国民経済の
適切な運営・投資者保護に資するための健全な
証券市場の確立を立法趣旨として公布された
「証券取引法」が昭和 46 年（1971 年）3 月 3 日
に改正され、有価証券報告書に「重要な子会社
の個別財務諸表」を添付する制度が創設された。
これに伴い、企業会計審議会は、昭和 46 年 6
月 22 日に連結財務諸表の制度化について諮問





表され、昭和 52 年（1977 年）4 月 1 日以後に
開始する事業年度から適用されている（「制度
化意見書」一・３、二）。





























































（2001 年）7 月 26 日に設立された「企業会計基
準 委 員 会 」（Accounting Standards Board of 
Japan、以下、ASBJ という）は、企業会計基準
第 5 号「貸借対照表の純資産の部の表示に関す
る会計基準」（平成 17 年 12 月 9 日公表）、企業
会計基準第 6 号「株主資本等変動計算書に関す







または「2008 年基準」という）が平成 20 年（2008









　さらに、「2008 年基準」は平成 25 年（2013 年）

















































































親会社株主概念 親会社概念 親会社拡張概念 経済的単一体概
念
連結範囲の決定基準 比例連結基準 持株基準 持株基準 支配力基準
非支配株主持分の表示区分 （表示区分なし） 負債 負債と資本の中
間項目
資本

























のれんの性格 買入のれん 買入のれん 買入のれん 全部のれん


























































































































































































































































































































































































　2001 年 7 月に発足した ASBJ が、2007 年 8
月 に 国 際 会 計 基 準 審 議 会（International 
Accounting Standards Board、以下、IASB という）
との間で締結した「東京合意」の短期コンバー
ジェンス対象となった企業結合会計と連結会計
のために、企業会計審議会より 2003 年 10 月に
公表されていた「企業結合に係る会計基準」お
よび「平成 9 年連結原則」を廃棄し、2008 年







































































































































































































































































































　表２は、「昭和 50 年連結原則」、「平成 9 年連









　2002 年 10 月に締結した「ノーウォーク合意」
に基づいて IASB と FASB は企業結合会計・連
結会計に関する共同プロジェクトを設置し、そ
の成果を 2005 年 6 月 30 日にそれぞれの基準設




（Exposure Draft of Proposed Amendments to IFRS 
3 Business Combinations：以下、「IFRS3 改訂草案」
という）および「公開草案　財務会計基準書案
　企業結合‐FASB 基準書第 141 号の差替え」
（Exposure Draft：Proposed Statement of Financial 
Accounting Standards Business Combinations a 
replacement of FASB Statement No.141）を共同
提案した。
















「2008 年基準」 「2013 年基準」





































のれんの性格 買入のれん 買入のれん 買入のれん 買入のれん

















〔2007〕101 頁）。米国の SFAS141 は「全部の
れん計上処理」を強制適用したのに対し、









る 自 己 創 設 の れ ん（internally generated 
goodwill）の計上、全部のれんの測定の信頼性
に疑問があることなどが指摘されている（萩原































べきである。2015 年 6 月 30 日に ASBJ が公表

















































































































































































































































3 月から昭和39 年9 月を虚偽証明期間とし、







2013 年基準以前 2013 年基準
＜連結損益計算書＞ ＜連結損益計算書＞
売上高 10,000 売上高 10,000
　： ：　 　： 　　：　
税金等調整前当期純利益 2,200 税金等調整前当期純利益 2,200
法人税等 900 法人税等 900
少数株主損益調整前当期純利益 1,300 当期純利益 1,300
　少数株主損益 300 　非支配株主に帰属する当期純利益 300
当期純利益 1,000 親会社株主に帰属する当期純利益 1,000
＜連結包括利益計算書＞ ＜連結包括利益計算書＞
少数株主損益調整前当期純利益 1,300 当期純利益 1,300
その他の包括利益： その他の包括利益：
　その他有価証券評価差額金 530 　その他有価証券評価差額金 530
　繰延ヘッジ損益 300 　繰延ヘッジ損益 300
　為替換算調整勘定 △ 130 　為替換算調整勘定 △ 130
　　その他の包括利益合計 700 　　その他の包括利益合計 700
包括利益 2,000 包括利益 2,000
（内　訳） （内　訳）
　親会社株主に帰属する包括利益 1,600 　親会社株主に帰属する包括利益 1,600





（2） 1989 年4 月 に 公 表 さ れ たIAS27（1989）
（para.33）は、少数株主持分（minority interests）
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